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ロシア反体制ブロガー　A・ナヴァリヌィ
─競争的権威主義における「二重ゲーム」
永綱　憲悟
はじめに
　ロシア政治において現在大きな注目を集めているのが反体制活動家・腐敗
追及ブロガー、ナヴァリヌィ（Naval’nyi, Aleksei Anatol’evich）である。とり
わけ 2017年 3月には、首相メドヴェージェフの隠し資産とされるものを暴
露し、全国的な抗議行動を引き起こし、政権反対派の中心的存在となった。
同時に政権反対リベラル派の中から、ナヴァリヌィの独断的な言動、あるい
はロシア民族主義的発言を危険視する声も強まっている。
　本稿はこのナヴァリヌィの経歴を辿り、彼の政治言動の特質を確認しよう
とするものである。ロシア反対派については＜Europe-Asia Studies＞誌（Vol. 
67, No. 2, March 2015）が、2011-12年の抗議行動について多様な角度から研
究する特集を組んでおり、邦語でも抗議行動の背景として「中間層の登場」
に注目した常盤 1）、「ポピュリスト的な言説」の果たした役割に焦点をあて
た油本 2）、「反対勢力の封じ込め」を詳述した木村 3）、他の考察がある。さ
らに Bode and Makarychevは、ロシア政治においてブログが果たしている役
割を分析している 4）。だが、ナヴァリヌィ個人に焦点をあてたものは見当た
らないゆえ、本稿にも一定の意義があるものと思える。とはいえ、本稿では
事実確認に重点をおき、ロシア政治全般と関係づけた詳細な分析は今後の課
題とする（研究ノートに留めるゆえんである）。それでも一定の分析視点ら
しきものがないわけではない。それは副題にある通り、競争的権威主義にお
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ける「二重ゲーム」、という視点である。「二重ゲーム（Dual Game）」とは、
競争的権威主義のもとで、反対派が既存のルール内で政権に反対する（すな
わち選挙に参加し得票増加を追い求めるような＜体制内反対行動＞）と同時
に、既存のルール自体の改変も試みる（それゆえ時に選挙をボイコットし、
あるいは街頭抗議行動を促すような＜体制外反対行動＞をとる）という意味
であり、競争的権威主義概念の広まりに大きく寄与した Levitsky and Wayが
その著作の中で指摘している現象である 5）。本稿ではこの「二重ゲーム」と
いう視点を念頭におき、以下ほぼ時系列に沿って、2012年までのナヴァリ
ヌィの経歴、その後の活動、そして 2018年大統領選挙に照準を合わせた現
在の言動を追っていくこととする。
 
第 1節　経歴（2012年 5月まで）6）
（1）ヤブロコ党員
　ナヴァリヌィは 1976年 6月 4日、モスクワ州オディンツォフスク地区ブ
ティニ村（軍人居住区）で生まれた。父親はウクライナ（チェルノブィリ近
郊）出身であり、軍学校で通信業務を学んだあと、通信兵ついで法務担当と
して軍に勤務し、最後は中佐として退官した。母はモスクワ州（ゼレノグ
ラード）の農村出身であり、経済学を学び、企業の会計部門で働いた。ナ
ヴァリヌィは子供の頃からひじょうに頑固であった 7）。また、「ヌンチャク」
を使ってよくケンカをし、「上級生以外には負けることがなかった」と本人
は語っている。彼のヒーローはずっと「シュワルツネガー」であった 8）。
　ナヴァリヌィは高校卒業後の 1993年（一説では 1992年）にモスクワ市に
転居した。以後モスクワ市は彼の活動の拠点となる。93年からロシア諸民
族友好大学法学部で学んだが、在学中すでにアエロフロート銀行での勤務経
験を持ち、97年から 98年にはデベロッパー企業で株取引を担当し、さらに
複数の企業で法務部に勤務した。1999年から 01年にかけて、政府附置財政
アカデミー（ファイナンス信用学部）で「証券および株式市場業務」を専門
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に学んだ。法律と金融が彼の学問基盤であり、それがその後の活動方法にも
一定の影響を及ぼしたようにみえる。なお 1999年頃、現在の妻ユリヤと知
り合い、結婚し、長女、長男を授かることとなる 9）。
　政治面では 2000年、24歳の時にリベラル系のヤブロコ党に入党する。こ
の時期、ヤブロコ党は議会下院（国家会議）に 21議席を有する政党であっ
た 10）。01年には、ヤブロコ党の「モスクワ市議会選挙対策本部」で働き、
同時に地区選挙委員会のメンバーともなった。02年には同党モスクワ地域
評議会メンバーに選出され、03年の下院選挙ではモスクワ市の運動責任者
となった。その後もモスクワ市ヤブロコ党幹部として活動し、05年 12月に
はモスクワ市議会のヤブロコ党比例名簿に掲載され、初めて候補者となった
（落選）。またこの時右派勢力からの候補者の一人であった N・ベールィフと
知り合うこととなる。さらに 06年にはヤブロコ党の全国指導組織である連
邦評議会メンバーともなった 11）。
　こうして 20代なかばから 30歳頃までナヴァリヌィは主としてヤブロコ党
員として活動する。だが、07年 12月、「ナショナリスト活動」を理由とし
て同党から除名されることなる。その契機は 06年秋にあり、この時ナヴァ
リヌィがナショナリスト組織「ロシア・マーチ」の組織者の一人となったと
報じられた。本人は、「ロシア・マーチ」の組織委員会監視者となって、市
民一般の平和集会開催権利を守ろうとしたと弁明した。だがこれに加えて、
07年 2月、政治評論家討論会で司会を務めた際に、突如現れたナショナリ
ストに発言を許したことで、民族主義者への寛容を批判された。実際ナヴァ
リヌィは、07年 6月、「民主主義とルースキーのために」をかかげる運動「ナ
ロード（Narod）」創設者の一人となり、自らを「民族民主主義者 natsional-
demokrat」と自称することとなる。このため 07年 7月、ヤブロコ党のモスク
ワ副支部長辞任を余儀なくされた。さらに 07年 10月、ナヴァリヌィによる
発砲事件も起きた（討論会に割って入ろうとした政府系運動関係者を阻止し
ようとしたと本人は説明。半年間の捜査後不起訴）。こうしたスキャンダル
が相次ぎ、07年 12月ナヴァリヌィは、「ナショナリスト的活動」によりヤ
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ブロコ党を除名されることとなった 12）。「ナショナリスト的」という形容は
その後もナヴァリヌィにつきまとうこととなる。
 
（2）社会活動家兼人気ブロガー（少数株主運動と国家企業腐敗追及）
　ここからナヴァリヌィは、政党活動を離れ、彼のもう一つの関心事であ
る株式方面に活動の重点を移す。すでに 2000年代半ばから株取引に関心を
もっていたナヴァリヌィは、「少数株主権利」という領域での活動を活発
化させ、08年には主にエネルギー部門の大企業（スルグネフチガス、トラ
ンスネフチ、ロスネフチ他）の株を購入し、少数株主として、経営活動情
報開示や透明性要求活動を開始し、開示が得られない場合は訴訟を起こす
という手法を取った。手法的には高額での株買い取りを求める「グリーン
メーラー」に例えられることもある 13）が、公共性を重視するという意味で
は「一株運動」に通じる面もあった。同時に、企業活動の透明性を増やすこ
とは、外国からの投資拡大にもつながるものであり、経済近代化を目指す政
府の方針とも大枠では合致しうるものであったといえよう。09年 12月には
フォーブス誌と提携し少数株主擁護プロジェクトを創設した。訴訟では敗訴
も多かったものの、たとえばトランスネフチの役員会議の議事録公開訴訟で
は勝訴した。ヴェドモスチ紙は 09年 12月、「今年の民間人」としてナヴァ
リヌィの名をあげた 14）。また 2010年秋モスクワ市長ルシコフの解任後、＜
コメルサント＞紙と＜ガゼータ・ルゥ＞合同でのインターネット模擬市長選
挙でナヴァリヌィは 45%（約 3万票）を獲得し、ネムツォフ（12％）他を
抑えて一位となった 15）。
　この間（2009年―10年）、ナヴァリヌィは、キーロフ州知事に任命された
ベールィフに請われて知事顧問となり、また同州の試験を受けて弁護士資格
を取得し、弁護士事務所を立ち上げた。順調に活動範囲を広げて行くナヴァ
リヌイであったが、後にこのキーロフ州知事顧問時代の活動の一つが刑事訴
訟の対象となり、重くのしかかることとなる（後述）。また 2010年には米
国イェール大学のWorld Fellows Programに採択され半年間米国で学んだ 16）。
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ここではチュニジアの反対運動活動家の話を聞く機会もあった 17）。
　米国からの帰国後 2010年 12月、ナヴァリヌィは最初の反腐敗ネットプロ
ジェクト「ロスピール（Rospil）」をたちあげる。これは国家企業の契約を
精査し、その疑惑を掲載するというものであり、のちの政治家腐敗追及に直
接つながることとなる活動である。この試みは、ウィキリークスと比較さ
れ、総計 1億 5500万ルーブルの疑惑契約を明るみに出した。11年 4月、ド
イツのメディア企業は、社会的に最も有益なブログの一つとしてナヴァリ
ヌィのブログをあげた。ロスピールは、ロシアの大手検索サイト Yandex支
払いシステムを利用して寄付金を集めていたが、政府系青年組織ナーシィ関
係者が寄付を行った人々を脅すという事件が起きた。Yandexはロシア連邦
保安庁（FSB）への情報提供を認めたが、FSBもナーシィも関与を否定した。
なおこの事件以降もロスピール支援は増大したといわれる 18）。
 
（3）大衆抗議行動のアジテーター
　ここまでナヴァリヌィはネットでの企業利権追及を自身の第一の仕事とし
てきた。これは、直接的な権力批判や選挙などからはやや距離を置いた活動
であった。2011年に入ってナヴァリヌィがより直接的な政治闘争の場に引
き込まれるのはある意味偶然的な出来事からであった。同年 2月 2日モスク
ワの FM局に出演したナヴァリヌィは、与党の統一ロシア党についての評価
を聞かれ「良くない政党であり、詐欺師と泥棒の党だ。愛国者の自分として
はその党をなくすべきと思う」と発言した。これは全体のインタビューの中
の一コマにすぎず、ナヴァリヌィは聞かれた質問に答えたという程度のもの
であった。だが、統一ロシア党はこれに過剰反応し、ナヴァリヌィへの訴訟
を公言することとなった。それに反発したナヴァリヌィはブログで「詐欺師
と泥棒の党」という表現を繰り返すようになり、統一ロシア党との闘いに
入っていくこととなった 19）。
　上記発言からほぼ 2週間後、2月 17日ナヴァリヌィは自身のブログでス
ヴェルドロフスク州知事・統一ロシア党幹部の A・ミシャーリン家族の蓄財
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を指摘した 20）。国有企業の腐敗ではなく、与党政治家の腐敗をブログで正
面から取り上げたのは恐らくこれが最初のケースであった。さらに 2月 24
日、12月に予定されている下院選挙において、ボイコットではなく、統一
ロシア党以外の党への投票を呼び掛け始めることとなった 21）。体制外反対
的なボイコットではなく、統一ロシア党の議席を減らすという体制内反対へ
の転換である。与党以外の党への投票という方式は決してナヴァリヌィの独
自提案ではなかったが、「ナヴァリヌィ・プラン」と称されるようになり、
議会内野党の正義ロシア党党首ミローノフのように、それへの賛成を公言す
る者も現れることとなった 22）。
　とはいえ、ナヴァリヌィの「泥棒の党」発言や与党以外の党への投票提案
がその後の全国的抗議行動の拡大を直接的にひきおこしたわけではない。抗
議の波の最初の契機は政権の行動、とりわけ 11年 9月 24日のプーチン大統
領再出馬表明とメドヴェージェフとの間でのポスト交換の発表であり、これ
が「政権の私物化」と受け止められ、その後反発が徐々に広まり、12月の
下院選挙後の「選挙不正追及運動」へと拡大していくのである 23）。
　ナヴァリヌィは下院選挙投票日翌日 12月 5日の抗議集会（数千人規模）
に参加し登壇する。6分間ほどのスピーチの内容は、統一ロシア党、プーチ
ンの友人、プーチン本人すべて「泥棒」であり、「我々が権力だ」と訴える
単純なものであったが、聴衆の反応を見つつ、その大きな体格（身長 189cm
と言われる 24））から迫力ある声で質問を投げかけ、一斉の応答を求める
「シュプレヒコール型」であり、会場を盛り上げるものであった 25）。この日
300名あまりが拘束され、ナヴァリヌィも警察指示無視の科で 15日間の拘
留に処せられた。釈放後、一連の選挙不正追及集会に参加し登壇した。抗
議行動は拡大し、12月 24日のサハロフ大通り集会（120000人規模）では、
「プーチンのいないロシア」のスローガンも唱えられるに至ったが、翌 2012
年 3月 4日の大統領選挙でプーチン再選が決まった。大統領就任前夜の 5月
6日、反対派行進は警官隊と衝突し、以後 5月 9日までにナヴァリヌィは 4
回拘束され、5月 9日は再び 15日間の拘留処分を受けた。
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　国際人権組織アムネスティ・インターナショアンルは 5月 17日、ナヴァ
リヌィを「良心の囚人」に指定した。英国 The Time誌は、世界の 100人の
中にナヴァリヌィを含めた。こうして 2000年の初め、リベラル政党に入党
した若者は、リベラル政党の言動規範から外れたために、政党を除名され
る。その結果、独自の反政権スタイルを確立し、2012年半ばまでに、ネッ
トでの国家企業腐敗追及者、反対スローガン創案者、集会でのアジテーター
として、体制外反対派の第一人者となった。その先、大統領に戻って来た
プーチンにナヴァリヌィがどう対抗していくか、次節で検討しよう。
 
第 2節　プーチン政権との対峙
（1）告発者
　集会闘争と並行して、2011年 9月、ナヴァリヌィは「腐敗闘争ファンド
（FBK）」を創設し、トップエリ－ト個人の腐敗と隠し資産の暴露の活動に入
る。この活動に対しては、企業家А・レベデフ、作家の G・チハルティシ
ヴィリほか著名人 16名が名前を明かして出資を表明した 26）。2012年 7月、
ナヴァリヌィは検察捜査委員長А・バストルィキンがチェコで居住ビザを
取得し、かつ同地に企業を所有していると追及した 27）。また 2015年 12月
には、検事総長 Yu・チャイカの家族および検察幹部についての疑惑を取り
上げ、彼らがロシア南部の犯罪組織とつながりを持っていたこと、またチャ
イカの息子アルチョーム（スイス在住）がロシアで不当に資産を取得し、そ
の資金でギリシアの豪華ホテル取得し、もう一人の息子イーゴリ（ロシアで
複数企業経営）も国家建設プロジェクトを不当に優先的に請負っていること
などを糾弾した 28）。検察トップの腐敗を指摘するというナヴァリヌィの大
胆な行動は彼の言動へのメディアおよび国民の注目を増したが、同時に捜査
機関からは許されざる標的ともなる（後述）。FBKはこのほか第一首相シウ
バロフの隠し資産（マンション購入）29）や大統領報道官ペスコフの高級腕時
計所有（総額推定 18万 4000ドル）30）などプーチンに近い人々の腐敗を写真
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や資料を付して指摘する行動を続けた。
　こうした一連の告発の一つの頂点が、2017年 3月 2日のメドヴェージェ
フ首相の隠し資産追及である。この日のブログでナヴァリヌィは、メド
ヴェージェフが慈善団体および NPO団体を通して、財閥及び銀行から資金
を集め、その資金を高額な資産購入のためのファンドへ流し込んでいると
指摘した。ファンドはメドヴェージェフの学友あるいは信頼された人々が
管理し、そこを経由して国内外の豪邸、ヨット、ワイン畑など少なくとも総
計 700億ルーブル（12億ドル）の資産が購入されている。資産の名義は慈
善団体等になっており、書類上メドヴェージェフの名前は現れない。しかし
─ナヴァリヌィの指摘では─その慈善の受け手は「メドヴェージェフと
その家族のみ」であり、メドヴェージェフは「この国で最も豊かな一人であ
り、最も腐敗した官僚の一人」である。たとえば、大富豪の A・ウスマーノ
フはモスクワ郊外リュブロフカ村にある 50億ルーブル（8500万ドル）の資
産（屋敷）を社会国家プロジェクトのための NPOファンドに寄付している
が、このファンドの運営者はメドヴェージェフの大学時代の友人であり、実
質上賄賂である 31）。同様に複数の慈善団体がモスクワ南方クルスクの邸宅、
北方イワノヴォの別荘、ソチ近郊の住宅、ペテルブルグの住宅さらには黒海
近郊アナパおよびイタリアトスカーニ地方のワイン畑を所有しており、メド
ヴェージェフ関係者が管理している。ナヴァリヌィはこうした事柄について
現地映像やメドヴェージェフのダンス映像などをまじえておよそ 50分の動
画で鮮明に説明した 32）。この動画は 1週間で 700万回、3カ月で 2240万回
再生された 33）。
　この動画の影響はたんにネット上での視聴者数の多さを超えて現実の社会
にまで及んだ。動画アップからおよそ 3週間後の 3月 26日日曜日、ナヴァ
リヌィは腐敗抗議行動を提唱した。これに応じた人々が全国の都市を中心に
かなりの規模に上ったのである。モスクワの中心トヴェルスカヤ大通りでは
警察発表で少なくとも 8000人が無許可デモを行い、首都だけで 700人以上
が拘束され、ナヴァリヌィも一時的に勾留された。サンクトペテルブルグで
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は 1万人（メディア報道）が許可デモに参加し、そのほかシベリア、極東で
も集会が開かれメドヴェージェフの腐敗が追及された。ノヴォシビリスクで
はナヴァリヌィ本人が電話で参加者へのメッセージを送った 34）。
　なお、この抗議行動の一つの特徴は 10代半ばから 20代までの若年層が中
心となっていたことであり、『ノーヴァヤ・ガゼータ（独立系）』紙はこれを
「子供の反乱」と呼んだ。同紙によれば、この子供たちは 2011-12年の抗議
行動にはまだ参加しておらず、SNSとくに「ヴコンタクテ」や「メッセン
ジャー」などの仲間内中心の媒体を駆使する世代であった。彼らのうちの中
間層は、欧州で学ぶ夢を絶たれ、貧困層は苦しさにあえいでおり、そうした
不満が抗議行動につながったものとみられていた 35）。
　いずれにせよ、これまでの抗議行動が政府の選挙不正や、トラック輸送へ
の追徴制度への反発などであったのに対し、今回の抗議行動はナヴァリヌィ
が自ら仕掛け、そのスケジュールに応じて実施されたものであった 36）。こ
うしてナヴァリヌィは、単なる腐敗告発者の地位を超えて、一定の指導力・
組織力を持った政治家として、反対派の中でも抜きんでた存在になって行っ
た。
 
（2）候補者
　上記のような告発・抗議行動（すなわち体制外反対行動）と並行してナ
ヴァリヌィは積極的に選挙に参加する姿勢（体制内反対行動）も見せてい
た。そのための政党として「進歩の党」を創設し、また 2013年夏にはモス
クワ市長選挙にも立候補した。それぞれの経緯を確認しておこう。
　①進歩の党 37）　
　2012年 6月末、ナヴァリヌィの協力者でエカテリンブルグ市議会議員 L・
ヴォルコフは自らの政治討論ネットプロジェクト（demokratiya2）を基礎に
新政党創設の意向を表明した 38）。この提案の背景には、2011年秋以降の大
衆抗議行動の盛り上がりと、それに起因する政党設立要件の大幅な緩和が
あった。以前は党員数 4万人以上という縛りがあったが、これが「500人以
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上」と大幅に引き下げられた 39）。新政党は 2013年秋の選挙参加をめざすと
されていた。ただしナヴァリヌィ本人は新政党創設を支持しつつ、自身は他
の企画があるとして、当面の参加を見合わせた。
　ヴォルコフは、同年 8月 1日、法務省に政党登録書類を提出した。政党名
「人民連合（Narodnyi Al’yans）」は、「連合」という名前が新鮮であるために
採用された。この時点では 20名からなる組織委員会のみ設置し、以後支部
を登録し、10月までに正式登録の見込みであった 40）。ところが、法務省は
事務的不備を根拠に正式登録を斥け、最終的に 2013年 7月、同党の登録不
許可を言い渡すこととなった。党大会に出席していない代議員の氏名が書類
に記載されていた等がその理由であった。この時ロシアではすでに 65もの
政党が登録されており、「人民連合」が拒絶されるのはかなり不自然であっ
た 41）。
　これを受けて、すでにモスクワ市長選挙（後述）を終えていたナヴァリ
ヌィは、2013年 9月 15日ラジオ「モスクワのこだま」に出演し、「もし選
ばれれば＜人民連合＞の党首となる」と表明した 42）。そして翌 14年 1月の
党大会で実際に党首に選出された 43）。だが前年 11月に別の小政党が「人民
連合」に改称登録をしており、このためナヴァリヌイらは 14年 2月、党名
を「進歩の党（Partiya Progressa）」と改称し、仮登録を得た 44）。
　その後支部登録プロセスに入ったが、ここで再び難航する。政党法上、構
成主体の半数以上すなわち 43以上での支部登録が必要であったが、各支
部が何度も再提出を要求され、2014年 8月 25日の段階でも 15支部であっ
た 45）。ようやく 9月 26日、43支部の登録を達成し正式登録を申請した 46）。
しかし翌 2015年 4月 28日法務省は、「進歩の党」につき登録不可と決定し
た。法務省通知によれば、申請された 44支部のうち、期限内登録は 16のみ
であり、残りは期限外もしくは訴訟中であり、要件が満たされなかった 47）。
かくして、ナヴァリヌィは体制内反対の基礎となる政党登録を果たせず、こ
の方面では、すでに政党登録を得ているリベラル政党＜ RPR－PARNAS（ロ
シア共和党－人民自由党）＞に依拠することとなった 48）。
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　② 2013年モスクワ市長選挙 49）
　2011-12年の抗議行動後、政権は譲歩策の一つとして首長の公選制を復活
させた。2013年 6月、現職市長のソビャーニンは早期辞任での選挙実施を
大統領に求め、認められた。本来の任期は 2015年までであったが、市長と
しての正統性強化のため、早期選挙での勝利を求めたのであった。モスクワ
の GDPは約 3000億ドル（国全体のおよそ 1/6）であり、首都市長は政治的
にも大きな力を有していた。
　2012年の大統領選挙でプーチンのモスクワでの得票は全国最低の 47%（全
国得票は約 64%）50）であり、その時モスクワで 20%を獲得した実業家プロ
ホロフの市長選挙出馬が期待されたものの、外国保持資産の未整理等を理由
に出馬の動きを見せなかった。リベラル派からはヤブロコ党の党首ミトロヒ
ンが出馬し、その他、共産党、自由民主党、正義ロシア党が比較的無名の候
補を擁立していた。こうした中、ナヴァリヌィは、RPR-PARNAS党候補者と
して、市長選挙に出馬した。
　立候補には市内の自治体 146のうち 110の区で総議員数 6%以上の推薦が
必要であった（「自治体フィルター」と呼ばれた）。ところがナヴァリヌィは
自治体与党議員の推薦も得て、このフィルターを通過したのである。またこ
の時期ナヴァリヌィは「キーロフ林業横領事件」で裁判中であったが、13
年 7月 17日の実刑判決の後、抗議行動が発生し、翌日釈放されて市長選挙
に復帰するというような事態も起きた（後述）。
　つまりナヴァリヌィは明らかに政権側の支援を受けて立候補できたのであ
る。その背景についてはいくつかの推測がなされている。一つは、ソビャー
ニンが勝利に自信を持っていて、公正性と競争性を高めることで自身の正統
性をさらに強化しようとしたという説。二つ目は逆にソビャーニンの大勝を
警戒する人々（主として治安機関系の人々）がナヴァリヌィを支援したとい
う説。第三に、ナヴァリヌィ排除の場合の抗議行動を恐れたという説などで
ある。真相は不明だが、2011-12年の抗議行動後、プーチン政権は、権力喪
失の危険のない範囲では、公正性や競争性を強調するようになっていた。こ
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のことを考えると、第一の説明が順当かもしれない。
　さて選挙運動でナヴァリヌィは支持者との面談を繰り返し、個人寄附を募
り、支持者を集会に動員し、透明性ある市政実現を主張した。またソビャー
ニンの娘が 300万ドルのマンションを所有していると指摘した。同時に、非
合法移民への強い反対を唱え、雇用者や自治体代理機関が安価労賃で闇利益
を得ていると批判していた（非合法移民規制は現在に至るまでナヴァリヌィ
の政策主張の一つの柱である）。運動は次第に勢いをつけ、ネット関連企業
を中心に実名でナヴァリヌィを支持する人々が現れ、大手銀行のアルファバ
ンクも密かに支援していたといわれる。だがナヴァリヌィの言動は、反エ
リート主義でナショナリスティックな側面を含んでおり、政治家としての信
頼性には疑いを持たれていた。
　しかし 13年 9月 8日の選挙でナヴァリヌィは 63万 3000票（27.24％）を
獲得し、ソビャーニン（51.37%）についで二位となった。33%という低い
投票率もナヴァリヌィの得票率増大に寄与した。ソビャーニンはかろうじて
過半数をとり、決選投票を免れたものの、その権威には傷がついた。一方、
政権から与えられたチャンスを十分生かしたナヴァリヌィは、この善戦によ
り、体制内反対派としても闘えること示したのである 51）。
 
（3）被疑者
　ナヴァリヌィは名誉棄損や損害賠償など多くの訴訟案件で被告となって
いるが、刑事事件として大きなものは「キーロフ林業（Kirovlec）横領事件」
と「イヴロシェ（Iv Roshe）詐欺事件」である。いずれも捜査機関の強引さ
と裁判の歪みが目立つ事案であり、ナヴァリヌィへの圧力と解されうるもの
である。以下それぞれの概要を説明しておく。
　①キーロフ林業横領事件
　キーロフ林業は 2007年、林業効率改善のために、それまでの州機関
「Kilovsel’es（キーロフ農林局）」が改組され、キーロフ州政府企業として設
立され、木材供給、森林経営、森林区画管理等を事業内容としていた。だ
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が、2009年以降財政状況が悪化し、2011年末に破産した。この間、企業実
体部分は民営化され別の所有者の手に渡っており、それをめぐって権力闘争
と混乱が発生していた。2010年初めには、新知事ベールィフの顧問であっ
た A・ヴォティノフが 2000万ドルの詐欺で訴追された。ヴォティノフは、
キーロフ林業の改革停止を求める者から巨額の金受け取ったとされていた。
このスキャンダルののち、キーロフ林業社長の V・オパレフが辞任した。
2010年 2月にオパレフにも詐欺の嫌疑がかけられる等の事態が生じていた。
　前述の通りナヴァリヌィはこの時期、ベールィフ知事の顧問となっていた
が、顧問辞任後の 2010年末、州捜査機関がナヴァリヌィについての捜査を
開始した。内容はナヴァリヌィがキーロフ林業社長オパレフを強要して、企
業にとって損失の出る契約を結ばせたというものであった。その後数カ月
間、捜査は打ち切られたり、再開されたりしていたが、2011年 5月捜査委
員会はキーロフ林業横領事件を立件することとした。具体的には州知事顧問
のナヴァリヌィが知人の木材企業社長 P・オフィツェロフと謀り、1万立法
メートルの木材を安価に入手し、1600万ルーブルの損害をキーロフ林業に
与えたというものであった。だが 1年後の 2012年 5月、犯罪は成立しない
として本件訴追はいったん打ち切られた。ところが 2カ月後の 7月 31日ナ
ヴァリヌィは再び捜査委員会に呼び出され、横領容疑で 10年自由剥奪刑と
なる恐れがあると告げられたのである 52）。
　結局 2013年 4月キーロフ州レニンスク地区裁判所で本件裁判が開始され
た。ナヴァリヌィは、自身が知事顧問に過ぎず、影響力を持たないと述べ、
オフィツェロフは、自分は市場価格で木材を購入し、必要な税金も払ってお
り、通常の企業活動であると訴えた。裁判所は 7月 17日、ナヴァリヌィに
5年、オフィツェロフに 4年の自由剥奪刑実刑判決を下した。ところがその
日夕方モスクワで自発集会が開催され、1万人以上が集まり抗議活動を開始
した（前述の通り、この時ナヴァリヌィはモスクワ市長選挙運動最中であっ
た）。いくらか奇異なことであるが、ここで検察が介入し、両名を釈放し、
ナヴァリヌィには選挙活動ができるようにすべきと公言したのである。翌
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18日キーロフ州裁判所はその要望を受け入れ両名を釈放した。そして選挙
後の 10月あらためて執行猶予付きの判決を下した。
　両名は本件を欧州人権裁判所へ訴え、2016年 2月 23日、欧州人権裁判所
は両名が通常の企業活動で訴追されたと判断し、被疑者の権利が侵害された
と判断した。両名が求めていた政治的動機の認定は行わなかったものの、7
人の裁判官中 3人（ロシア人判事を含む）が本件は「ナヴァリヌィを沈黙さ
せる」試みであるとする少数意見を付した。同年 11月 16日ロシア最高裁判
所は、原判決を取り消し、裁判のやり直しを命じた 53）。　　
　その後、2017年 2月レニンスク地区裁判所は 2013年 7月とまったく同じ
判決を下した（ただし、検察求刑に従い執行猶予付き）54）。2017年 5月 3日
キーロフ州裁判所は地区裁判所の判決を支持した。このため、ナヴァリヌィ
らは本件を再び欧州人権裁判所で争う予定となっている 55）。こうして有罪
になったり、取り消されたりが繰り返されているわけであるが、本件結論は
2018年大統領選挙にも影響を及ぼすものである。その点は次節であらため
て言及することとしたい。
　②イヴロシェ詐欺事件 56）
　本件起訴に遡ることおよそ 6年前、2007年 12月、ナヴァリヌィ兄弟は
キプロスに拠点をおく企業を設立し、知人を名義上の社長とした。翌 2008
年 5月 19日、このオフショア企業の傘下のもとに─本件起訴の対象とな
る─ナヴァリヌィ兄弟経営の有限会社 Glavnoe Podpisnoe Agentstvo （以下
GPA）をモスクワに設立した。ナヴァリヌィの説明によれば、ネットを通し
て定期刊行物を配信する事業を行う予定であったが、採算見通しが立たず
断念した。一方この時期、弟のアレークは、ロシア郵便の支局で国内配送
の責任者の地位にあった。そのもとへロシア郵便の顧客であったフランス
の化粧品企業イヴロシェのロシア会社「イヴロシェ・ヴォストーク」担当
者より相談があり、ヤロスラヴリの倉庫からモスクワまでの配送状況改善
が求められた。そこでアレークは、GPAを輸送代行者として使うことを提
案し、2008年 8月 5日 GPAとイヴロシェ・ヴォストーウの間で輸送契約が
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結ばれた。また GPAは輸送会社 Abtosagaと下請け契約を結んだ。三者の協
力関係はその後順調に機能していた。さらに GPAは 2008年 11月に別企業
Mnogoproﬁl’naya Protsessingovaya Kompaniya（以下MPK）とも同様の輸送契
約を結んだ（MPK社は金融決済代行を業務としており、その一環としてロ
ステレコムの顧客向け清算書の送付があった）。このMPK社とナヴァリヌィ
らの GPA社との関係も良好であった。
　ところが 2012年 11月から 12月にかけて検察捜査委員会が、キーロフ林
業事件捜査の一環として、イヴロシェ・ヴォストーク社への調査を行った。
当時、捜査委員会はナヴァリヌィと関係のある企業をすべて調べていた。そ
して同年 12月 10日イヴロシェ・ヴォストーク社長ブルーノ・レプルが、
GPK社より損害を与えられた可能性があるという声明を捜査委員会に提出
した。捜査委員会はこれをうけて 5500万ルーブル（4年余りの契約総額）
の詐欺容疑で刑事訴追を提起した。ナヴァリヌィによれば 12月 13日捜査委
員長バストルィキンはプーチン大統領と会談しており、そのあとに訴追が提
起された（実際会談は行われているが本件が話題になったか否かは確認出来
ない）57）。
　翌 13年 2月 11日イヴロシェ・ヴォストーク弁護士より捜査委員会に対し
て連絡があり、社内で独自の調査を行ったが、実質損害は見つからなかった
と伝えた。その 2か月後、4月 13日、今度はMPK社社長 S・シウストフよ
り先のイヴロシェ・ヴォストーク社長作成同様の声明が提出され、捜査委員
会は両事案を一件にまとめて捜査することとした。同年 10月 23日捜査委員
会は、イヴロシェへ・ヴォストークに損害 2680万ルーブル、MPK社に損害
450万ルーブルを与えたとしてナヴァリヌィ兄弟を正式に起訴した。起訴状
によれば、両兄弟は犯罪目的でキプロスに企業を設立し、弟アレークの職務
地位を利用してイヴロシェ・ヴォストークに不必要な輸送仲介を押し付け、
直接輸送すれば 2900万ルーブルで済むところを 5500万ルーブル以上受け取
り、差額を着服した。同様にMPK社にも GPA社との契約を強要した。ま
た入手した資金をモスクワ西部で家族が所有する工場経営に充てた。兄ナ
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ヴァリヌィは陰からこうした活動を指揮していた、とされていた。
　14年 2月よりナヴァリヌィは在宅勾留の措置にあい、外出も電話もイン
ターネット利用も禁じられた。同年 8月 1日よりザモスクヴォレツキー地区
裁判所が本件審理を開始した。裁判で弁護側は本件に犯罪性は全くなく、通
常の経済活動であることを強調し、また兄アレクセイは輸送業務に通じてお
らず、まったく関知していないと主張した。出廷した証人のうち、下請け輸
送会社 Avtosaga、MPK経理担当者、イヴロシェ物流担当者、イヴロシェ財
務担当者らは、いずれも GPKとの関係は良好であり、損害はなかったと発
言した。唯一MPK社長シウストフのみが損害を主張し、自分で損害を確認
したものではないが、自分は捜査委員会の指摘を信じると発言した。弁護側
はイヴロシェ社長レプルの出廷も求めたが、所在不明を理由に拒否された。
　2014年 12月 19日、裁判最終日、捜査委員会は兄アレクセイにつき 10年、
弟アレークにつき 8年の自由剥奪を求刑した。12月 30日に判決が出され、
詐欺及び資金洗浄の罪で、弟は 3年半の自由剥奪刑に処され、兄は同様の
刑ながら、5年の執行猶予となった。また両者には罰金 50万ルーブル（後
日、兄については免除）、そしてMPK社への約 400万ルーブルの賠償が命
じられた。弁護側は控訴したが、2015年 2月 17日、モスクワ市裁判所は原
判決を維持した。ただし兄アレクセイの在宅勾留措置は取り消した 58）（この
点はすでにナヴァリヌィ本人が、執行猶予判決が下った後の在宅拘留は無効
と主張し、位置確認のためのブレスレッドを取り外し、ラジオ番組に出演
する 59）等の行動をとっており、いわばその追認であった）。また 2016年に
なって本人が刑務監督に命じられた通りに出頭定期報告をしないこと等を
理由に、刑務庁は実刑に移すよう主張したが、裁判所は執行猶予を維持し
た 60）。2017年になって、無許可集会への参加や行政処分を理由に刑務庁は
執行猶予期間の延長を求め、これが認められた結果、ナヴァリヌィは本件に
ついては 2020年 12月 30日まで執行猶予状態にあることとなった 61）。
　以上、主としてナヴァリヌィ側から見た本件経緯である。そのすべてが正
確とは言い難いかもしれないが、捜査委員会側主張からみても最終的には 1
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社（MPK社）400万ルーブル強（800万円弱）の経済取引上の損害であり、
初犯で 3年半の実刑判決は不可解なものである。弟を刑務地におくことで、
本人に政治的圧力を加えようとしたものとみるべきであろう。
 
第 3節　2018年大統領選挙運動
　ナヴァリヌィは 2016年 12月 13日、自身のブログで 2018年 3月予定のロ
シア大統領選挙への出馬を表明した 62）。これは誰よりも早い出馬表明であ
り、政治評論家のパヴロフスキーは、これを「強力な政治的一手」と評し
た 63）。選挙向けサイトに掲載された綱領は「0.1%の金持ちにではなく、す
べての人に尊厳ある生活を」と謳い、「88%の国富が 0.1%の人々、オリガ
ルヒ（財閥）と政府高官たちに渡っている」と主張し、「民営化不公正を補
償する巨額税」を課すよう訴えていた。これまで国家企業および政府高官の
腐敗を指摘してきたナヴァリヌィにとって当然ながら、この「格差と不公
正」の是正こそが大統領選挙運動の中心アピールであった 64）。あわせてナ
ヴァリヌィは、「オープンな競争が、政治見解にかかわらず、すべてのロシ
ア国民にとって必要と信じる」とも述べていた 65）。
　ナヴァリヌィは各地に選挙支部の開設し、ネット上で支援者および支援金
を募り始めた。17年 4月の段階で、氏名・メールアドレス・電話番号・ア
ンケート回答を付して支援を表明した者の数は 33万人を超え、さらにボラ
ンティアの用意があると回答した者も 8万人を超えて、単にメールアドレス
登録のみで支援を表明した者の数は 60万に達していた 66）。むろんこれ自体
が、立候補に必要な正式の 30万人署名を意味するわけではないが、正規の
署名集めに大きくつながるものであった。抗議デモ─体制批判の実力行動
─で政権に揺さぶりをかけつつ、知名度をあげ体制内選挙の支援者を増や
すという「二重ゲーム」の実行であり、2017年前半それは順調な滑り出し
を見せた。
　しかし難題は少なくなかった。第一は立候補資格の問題である。ロシア憲
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法が選挙権・被選挙権を明示的に否定しているのは「裁判所の認定した行
為能力欠如市民」および「裁判所判決により自由剥奪の状態にある市民」の
みである（32条 3項）67）。だが大統領選挙法はさらに、外国国籍を有する者
（二重国籍者）などについて被選挙権を否定しており、とくに 2014年 2月の
改正により、重大もしくは極度に重大な犯罪で自由剥奪刑判決を受けた者
は、刑の免除もしくは刑期終了がなければ被選挙権を有さず、また刑の免除
もしくは刑期終了後も 10年（重大な犯罪の場合）または 15年（極度に重大
な犯罪の場合）を経るまで大統領被選挙権を有さない（5条）こととされて
いた 68）。上述ナヴァリヌィの二つの刑事犯罪のうち「キーロフ林業横領事
件」のみが、ここにいう「重大な犯罪」に当たるとされており、この規定を
適用すると、ナヴァリヌィは執行猶予中であっても立候補できないこととな
る。ナヴァリヌィは憲法規定の優先を主張しているが、中央選挙委員長パン
フィロワは、憲法 55条を根拠に憲法上の権利が法律によって制限されうる
ものであり、「彼［ナヴァリヌィ］には、候補者として登録されるチャンス
はない」と述べていた（もっとも「突然何かの奇跡が起こる」ことを排除は
しないとパンフィロワは付け加えていた）69）。今後は欧州人権裁判所の判断
とそれへのロシア司法の対応がカギとなるであろう。
　ナヴァリヌィの大統領選挙での第二の難題は、リベラル反対派との関係
である。リベラル派の支持をある程度まとめることが選挙で一定の存在感
を示すうえで重要となる。だがリベラル派の中でナヴァリヌィの評判は良
くない。とくにかつて自身が所属したヤブロコ党との関係は悪く、たとえ
ば 2015年のコストロマ州議会選挙中にヤブロコ同党支部について「オリガ
ルヒに買収されている」と述べた件でナヴァリヌィは訴えられ敗訴してい
る 70）。さらに 2017年に入って広範なリベラル反対派からの批判を受けるよ
うになった。たとえば初期のプーチン経済政策アドヴァイザーでその後反対
派に転じた A・イラリオノフは、ナヴァリヌィの行っている腐敗の追及は二
義的なことであり誰かを追及しても腐敗自体はなくならない、またナヴァリ
ヌィはグルジア戦争やクリミア併合を正面から批判していないと指摘し、理
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想とすべきは多くの指導者、多くの人々が参加する民主主義政治であると批
判した 71）。あるいは反対派ジャーナリストのオレシキンは、ナヴァリヌィ
は素晴らしい政治プレイヤーではあるが、彼が権力についたとしてもプーチ
ンよりよくなるとは限らないと指摘した 72）。また国外にあってロシアのリ
ベラル運動を支援しているホドルコフスキーも、権力交代はよいことだが、
ナヴァリヌィが権力についたら、現在よりも「厳しい時代」が来ることを覚
悟すべきであり、人の交代ではなく、制度の交代、すなわち議会がより権力
を有する体制への転換を訴えていた 73）。政治評論家ベルホフスキーは、こ
れらの批判の背後に、急速に支持を拡大したナヴァリヌィへの羨望を見出し
ていた。それも真実の一部ではあるだろうが、ナヴァリヌィの言動に乱暴さ
や独断的傾向が伴っているのも確かであった。
　第三の難題はむろんプーチン政権の圧倒的な強さであり、国民大多数が
プーチンを支持しているという現実がある。17年 5月末の世論調査によれ
ば、プーチン四選を支持する者は国民全体の 63％であり、野党候補ではロ
シア自民党党首ジリノフスキー 6%、共産党議長ジュガーノフ 3%と続き、
ナヴァリヌィ支持はわずか 2%に過ぎなかった 74）。
　こうして少なくとも現状でナヴァリヌィが大統領選挙に出馬できる確率は
低く、かりに出馬できても勝利する確率はさらに低い。しかしナヴァリヌィ
にとって 2018年大統領選挙は体制内反対であると同時に、あるいはそれ以
上に体制外反対という側面も持っている。かりに百万人の支持が得られた場
合、その候補者が登録されないとしたら、その選挙は公正な選挙なのかとい
うアピールを行っているのである。
　一方、政権は基本的にナヴァリヌィの存在を無視する姿勢を示している。
プーチンがナヴァリヌィという名前を発するのは非常にまれであり、通常
「この人物」「ある活動家たち」という風に呼んでいる 75）。また、ナヴァリ
ヌィが多様な法令違反を犯しながらなお活動を続けられていることから、彼
を「新しいガポン［20世紀初めに帝政政府保安部との協力下で労働運動を
指導した僧侶］」と見る見解も流布されている 76）。その真相如何にかかわら
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ず、2018年大統領選挙に向けて、またその後もナヴァリヌィはロシア政治
に変動をもたらす可能性を持つ人物として活動を続けて行くであろう。
おわりに
　以上本稿では、ナヴァリヌィが、ヤブロコ党員、同党除名、少数株主運
動、国家企業腐敗追及を経て、半ば偶然的に与党と激しく対峙するようにな
り、抗議行動の中心リーダーとなるまでを確認した。そして、そのプロセス
でナヴァリヌィは、「二重ゲーム」をうまく闘って来たことを観察した。ナ
ヴァリヌィを含む反対派が「二重ゲーム」を行うのは、プーチン・ロシア
が、R. Sakwaのいう「二重国家（Dual State）」─公正な立憲国家と家産的
支配の行政レジュームとの二重統治─である 77）こととパラレルな面があ
るように思えるがその分析は今後の課題である。また競争的権威主義体制に
ついての研究はわが国でもかなり深化しており、その成果 78）との突き合わ
せも必要であるが、それも同じく今後の課題とする。本稿では、ナヴァリ
ヌィの経歴を確認できたことで、ひとまず筆を置くこととしたい。
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